
令和６年度上半期における個人情報保護委員会の活動実績について（案）（概要）令和６年●月●日
個人情報保護委員会

Ⅰ 個人情報保護法等に関する事務

○個人情報取扱事業者等に対する監督

○PPCビジネスサポートデスクにおいて、幅広い業種からの相談に対応
（８件）。

○法律に基づく各種計画の変更案について、他府省庁からの協議に
 対し、実施に当たっての留意点等を回答。
○オプトアウト手続を行う際の届出を受付（360件、うち令和６年度
上半期48件）。

7,735件【4,938件】

個人データの漏えい等
事案の報告の処理

○行政機関等に対する監視

いわゆる３年ごと見直し規定に基づく検討➢

令和３年改正法の円滑かつ適切な施行及び
運用に関する取組

➢

個人情報保護法に基づく監視・監督➢

61件【60件】

報告徴収

個人情報保護法等に基づく個人情報等の利活用等➢

関係府省庁等の多様な関係者との連携➢

○個人情報等をめぐる国内外の状況変化等に適時適切に
 対応するため、関係府省庁等への助言等を実施。

Ⅱ マイナンバー法に関する事務

○マイナンバー法改正等を踏まえ、各種ガイドラインを改正。
○事業者等の適正な特定個人情報の取扱いに資するよう、
 新たに四半期ごとに監視・監督権限の行使状況等を公表。

○行政機関の長等（評価実施機関）から
全項目評価書の提出を受け、内容について
審査・承認。

○改正後の特定個人情報保護評価指針等
を円滑に施行するため、説明会を開催。

○令和７年２月時点で情報連携の対象と
 される独自利用事務に係る届出件数（見込）

マイナンバー法に基づく監督等➢
特定個人情報保護評価➢

独自利用事務の情報連携➢

○担当窓口において照会対応を行ったほか、各都道府県及び市区町村
の個人情報保護制度担当者を対象に実務に即した研修を実施。

※【】内は令和５年度上半期の実績

※【】内は令和５年度上半期の実績

※【】内は令和５年度上半期の実績

901件【484件】
保有個人情報の漏えい
等事案の報告の処理

135件【36件】

資料提出の求め

国の行政機関等
89件【75件】

国の行政機関等
８件【10件】

32件【35件】

実地調査等

地方公共団体等
25件【25件】

国の行政機関等
７件【10件】

93件【57件】

指導・助言
国の行政機関等
12件【14件】

136件【194件】
特定個人情報の
漏えい等事案の
報告の処理

25件【27件】

報告徴収

26件【26件】

立入検査

37件【41件】

指導・助言

３件【４件】

特定個人情報保護
評価書の承認状況

地方公共団体等
812件【409件】

地方公共団体等
127件【26件】

地方公共団体等
81件【43件】
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○関係団体及び有識者からのヒアリングや各検討項目についての議論を
踏まえ、「個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る検討の中
間整理」を公表し、これに対して意見募集を実施。

○「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直しに関する検討会」を新た
に立ち上げ、９月までに３回開催。

○事業者等の適正な個人情報の取扱いに資するよう、
 新たに四半期ごとに監視・監督権限の行使状況等を公表。

1,416団体
【1,292団体】

11,817件
【9,767件】

203件【165件】

指導・助言
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Ⅳ  個人情報保護法、マイナンバー法等に共通する事務

○事業者団体主催の説明会等へ講師を派遣。
 （計87回、約13,300名参加）
○小学生等を対象として、個人情報保護の大切さを伝える
 出前授業等を実施。
○各種パンフレットを中小企業関係団体等へ配付。
○委員会ウェブサイト及び委員会公式X（旧：Twitter）に
 おいて新着情報や活動情報等を積極的に発信。
○委員会公式YouTubeチャンネルを開設し、個人情報保護
制度の理解醸成のための情報発信を強化。

○行政機関等の職員に対し、特定個人情報の適正な取扱い
についての説明を実施。

10,379件【11,879件】
個人情報保護法

  相談ダイヤル（民間部門）
受付件数

710件【933件】

マイナンバー
苦情あっせん相談
窓口受付件数

○EUによる日本に対する十分性認定について、対象範囲を学術研究分
野及び公的部門に拡大することに関する日EU間の協議を可能な限り早
期に妥結させることを視野に入れて作業を加速させることに合意した旨の
共同プレス・ステートメントを発表。

○グローバルCBPRシステムについて、本年５月に東京でワークショップを開
催。本ワークショップに出席した複数の国・地域が、グローバルCBPRフォー
ラムへ新たに参加することとなり、参加者拡大に貢献。

○グローバルなモデル契約条項の導入を目指し、 ASEANモデル契約条項
の策定に中心的役割を果たしたシンガポールの当局と意見交換を実施。

○本年９月に開催された「民間部門が保有する個人データに対するガバメ
ントアクセスに関する宣言」に関する会合に参加し、加盟各国と意見交換
を実施。 ○個人情報に関する海外法制度の情報や動向について

 委員会ウェブサイト上で情報提供。

62件【30件】
主な国際会議への参加個人情報を安全、円滑に

越境移転することができる国際環境の構築
➢

執行協力を含む関係各国及び地域との
国際的な協力関係の強化及び新たな構築

➢

国際動向の把握と情報発信➢

○G7 DPAラウンドテーブルの執行協力作業部会の議長として、
議論をリードするとともに、他の作業部会にも参加。

○アジア太平洋プライバシー機関フォーラム（APPAフォーラム、令
和６年度下半期には委員会が主催予定）をはじめ、国際的
なイベント等に参加し、委員会の取組を積極的に発信。

○世界プライバシー会議（GPA）内のワーキンググループに
 参加し、最新の国際動向を把握。

相談受付等➢ 広報・啓発➢

28件【25件】
外国機関等との対話実績

※【】内は令和５年度上半期の実績

15件【８件】
個人情報の取扱いに関する
あっせん申出受付件数

10件【５件】

マイナンバーの取扱いに
関するあっせん申出

受付件数

1,605件【1,252件】
個人情報保護法

  相談ダイヤル（公的部門）
受付件数

Ⅲ  国際協力 ※【】内は令和５年度上半期の実績
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